
平成２８年度 福岡市障がい者基幹相談支援センター（虐待防止センター） 

主 な 事 業 報 告 

資料２ 

事業名 福岡市の相談支援体制の強化の取組 

取組根拠

（課題） 

福岡市全体の障がい者に係る相談支援体制が円滑に機能するように、各種

の支援が必要である。 

事業計画 ○総合的・専門的な相談支援を行い、相談支援センター等への助言等による

人材育成の支援を行う。

○相談支援に関する研修会等を企画実施する。

実施内容 ○企画会議を月１回開催し、市から委託を受けた相談支援スーパーバイザー

及び機能強化専門員と共に相談支援センターの課題に対応し、委託相談支

援センター等を定期的及び要請に応じて訪問、人材育成の支援を行った。

福岡市の計画相談マニュアル、アセスメント、モニタリング、セルフプラ

ン等各種様式の整備を行い、指定特定相談支援事業所からの計画相談に関

する相談に対して助言等を行った。

○相談支援専門員の資質向上のため、相談支援に関する研修会及び計画相談

に従事する相談支援専門員の専門研修を実施した。経験年数によって、必

要となる知識が異なることから、内容は基礎的なものから福岡市のリーダ

ー的な役割を育成するものと、人材育成ビジョンを意識した内容とした。

将来的には、国が実施する相談支援従事者指導者研修への派遣や、福岡県

で行われる相談支援従事者初任者研修や現任研修の講師として登用でき

る人材を育成していくことができることを目的としている。

○触法障がい者部会の設置が承認されたことをうけ、触法の入口支援を実

施する。

実施結果 ○総合的・専門的な相談支援、助言等による人材育成の支援として、相談

支援センター他へ計 18 回の訪問を行った。困難事例について会議等で

支援方法や方向性等についてアドバイスを行ったり、各相談支援センタ

ーからの依頼に対するマネジメントを積極的に行った。

○相談支援及び計画相談の従事者に計５回研修を実施し、延べ 253 名の参

加があった。次年度からの区の基幹センター設置を見据えて指定特定事

業所向けの研修と別に、委託相談支援事業所向けの研修として、「地域の

協同体制、仕組み作り」「ファシリテーション技術」をテーマとした研修

会を実施し、各区で取り組む事業が滞りなく進めることができるように

した。相談面接技術研修・演習等を行ったことで、相談支援専門員の相

談支援等に対する理解がより深まった。

〇触法障がい者部会の設置にあたり、11 件の依頼を受け、弁護士と共に触

法障がい者の支援を行った。福祉が関わることの成果については、28 年

第 2 回の障がい者等地域生活支援協議会にて報告した。 

○相談支援の経験の浅い委託相談事業所職員向けに、相談支援の基本的な

考えをまとめた、福岡市相談支援ガイドラインを作成し配布した。
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平成２８年度 福岡市障がい者基幹相談支援センター（虐待防止センター） 

主 な 事 業 報 告 

資料２ 

今後の 

課題 

○委託の相談支援センター等の支援困難事例や指定特定相談支援事業所へ

の計画相談に関する助言等を継続し、相談支援スーパーバイザーが現場で

直接 OJT を実施することで一層の相談支援専門員の質の向上を図る必要

がある。

○研修の柱である「サービス等利用計画作成従事者研修」は、多様な経験

年数やニーズ等に対応するため、テーマ別、障がい種別ごと等の方法を

取り入れ、相談窓口として 3 障がいに対応できるように実施してきた。

今後は区の障がい者基幹相談支援センターが設置されることになるた

め、地域作りや指定特定相談支援事業所へのアドバイス、区ごとに地域

の実情に応じた研修実施ができるような人材育成が必要である。
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平成２8 年度 福岡市障がい者基幹相談支援センター（虐待防止センター） 

主 な 事 業 報 告 

資料２ 

事業名 地域移行・地域定着の促進の取組 

取組根拠 

（課題） 

平成２４年度に地域移行支援が法定サービスとして認められたが、全国的

にも精神科病院等からの地域移行が進んでおらず、福岡市内においても同様

に地域移行・地域定着支援の利用が少なく支援が進んでいない現状がある。 

事業計画 ○医療関係者、福祉関係者へ地域移行の重要性と、それに向けた取り組みを

検討するために、福岡市精神保健福祉センターと共同で、関係職員への研

修会を実施する。また、地域移行に関する課題を関係者で検討できる場の

設置に向けた検討を実施する。

実施内容 ○地域移行支援に関する研修会にて、精神科病院等からの地域移行の利用に

ついて、相談支援事業所と精神科医療機関が現状について情報交換を行っ

た。

〇地域移行・地域定着の促進に関する取組を検討する会議等に参加した。 

実施結果 〇研修会では、当事者とその関係者へ登壇いただき、当事者からは地域移行

の支援を受けたことでの退院へ向けた気持ちの変化や支援の必要性、関係

者からはそれぞれの機関の具体的な役割とチームで関わった取組につい

て発言してもらった。関係機関からの報告により、より具体的な動き方が

わかり、参加者からも役に立つ情報であったとの声を得られた。 

〇研修を企画する中で、地域移行が進まない原因を検討する場の設置の必要

性が共通認識され、専門部会の設置に向けた取り組みに向けて動き出し

た。 

今後の 

課題 

○精神科病院と一般相談支援事業所や特定相談支援事業所が、地域移行・地

域定着についてお互いの現状や役割について情報交換・共有する場を作

り、行政・福祉サービス事業所等も含めたうえで事例検討、ネットワーク

を構築することが必要である。

〇長期入院患者は６５歳以上が多いので、障がい福祉関係者だけでなく、介

護保険サービスの利用も考えられることから、介護保険関係者とも一緒に

協議していかなければ、退院後の居住の場の話が進まないと考えられる。 

○福岡市内の入院病床がある精神科は限られており、市外の精神科病院に入

院している場合の連携についても検討が必要である。
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平成２8 年度 福岡市障がい者基幹相談支援センター（虐待防止センター） 

主 な 事 業 報 告 

資料２ 

事業名 権利擁護・虐待の防止 

取組根拠 

（課題） 

障がい者虐待防止の取組強化及び障がいの理解を深めてもらうため広報啓

発活動等に取り組んでいく必要がある。 

事業計画 ○障がい者虐待防止センターとしての役割を担う。

○障がい者虐待防止の研修を企画実施する。

○障がい者虐待防止に向けた広報や啓発活動を行う。

実施内容 ○障がい者虐待防止センターとして、障害者虐待防止法と「福岡市障がい者

虐待対応マニュアル」をもとに、虐待対応が終結するまでの一連の支援を

行い、虐待の防止と被虐待障がい者を保護又は支援するために行政や関係

機関等と連携した。

○障がい者虐待に関する法律や早期発見・早期対応の方策について、市職員

や相談支援事業所を対象とした研修を企画実施した。

○虐待対応において養護者からの分離等による一時的な保護を行うため、市

が緊急一時保護事業先を設けているが、より一層の効果が図られるよう委

託先（短期入所事業所）にアンケート調査を行った。

実施結果 ○市及び関係機関との連携が増え、体制の整備を図る事が必要となった。

○市職員を対象とした研修を 2 回開催し、虐待対応の初任者を中心に演習と

講義を通して養護者による虐待対応の基本的な視点、流れについて、弁護

士・社会福祉士を講師として開催し、相談支援事業所職員に対しては、虐

待が疑われる場合の具体的対応方法及び虐待対応の流れについて演習形式

で研修を行い、9 割以上の方から参考になったとの評価（アンケート結果）

を得た。

○緊急一時保護受入委託事業所の受入体制や周知が十分でない、徹底するこ

とが必要となった。

今後の 

課題 

○養護者による虐待対応としては、迅速・確実に保護できる体制の構築を福

岡市と協議していくとともに保護や措置について的確に判断し、区担当課

と虐待防止センターが共通認識を持って速やかに対処できるよう市職員や

関係者の研修の企画に取り組む必要がある。

○緊急一時保護受入事業を円滑に行うための周知・調整をしていくことが必

要である。
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１．相談支援センター，障がい者生活支援相談室への訪問回数 （単位：件）

区分 東区知的 博多区知的 中央区知的 南区知的 城南区知的早良区知的 西区知的 ①知的計

訪問回数 1 3 3 1 6 0 2 16

区分 東区精神 博多区精神 中央区精神 南区精神 城南区精神早良区精神 西区精神 ②精神計

訪問回数 0 1 0 0 1 0 0 2

区分 生活支援相談室 ③身体計 計

訪問回数 0 0 ①+②+③＝ 18

2．相談支援研修 （単位：人）

開催日 出席者数

7月22日 第1回サービス等利用計画作成研修 90

9月26日 第2回サービス等利用計画作成研修 62

11月24日 39

1月19日 47

3月22日 15

延べ人数 253

３．基幹相談支援センター・虐待防止センター事業に関する諸会議の開催状況（２８年度）

回数

1

12

3

5

5

その他（会議名；地域生活支援拠点等整備検討部会） 11

5

35

104

４．虐待通報・届出の状況 （単位：人）

人数 計 人数 計

35 48

4 12

24 15

3 5

23 15

7 6

５．虐待通報・届出対応の延べ件数 （単位：件）

本人 家族 行政 関係機関 その他 合計

電話 47 33 637 984 35 1,736 2,319

メール・ＦＡＸ 0 4 53 109 0 166 464

訪問・同行 142 37 133 362 17 691 476

来所 7 0 3 21 0 31 41

合計 196 74 826 1,476 52 2,624 3,300

第５回サービス等利用計画作成研修

※従事者等・使用者６人重複あり

 障がい者基幹相談支援センター（虐待防止センター）事業実績　

研修内容

第3回サービス等利用計画作成研修

第４回サービス等利用計画作成研修

区分

会議名

運営会議

企画会議

福岡市障がい者等地域生活支援協議会

障がい者等地域生活支援協議会事務局合同会議

障がい者等地域生活支援協議会事務局合同会議調整会議

その他（会議名；触法障がい者部会）

虐待防止コアメンバー会議

虐待防止個別ケース会議

２８年度 ２７年度

77

うち休日・夜間

障がい者福祉施設職員従事者等・使用者による虐待

うち休日・夜間

虐待以外の相談

うち休日・夜間

区分
２８年度

２７年度

養護者による虐待

76

資料２
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福岡市の相談支援専門員への望まれる人材育成体制（案） 

福岡県 

相談支援従事者初
任者研修 

相談支援従事者現任
研修 

（基幹・委託コース） 
（指定特定相談支援事

業所コース） 
（更新者コース） 

その他 

ネットワー
クふくおか

福岡市 

サービス等
利用計画
作成研修

相談支援従事者
指導者養成研修 

研修企画 
ファシリテーター

企画・運営 

資料2 

【市のリーダー育
成】

・ファシリテーター

・ＯＪＴ等

【区のリーダー育成】

・ファシリテーター

・ＯＪＴ

・事例展開等

【応用力】 

・権利擁護

・触法

・ネットワークを作る力

【基礎知識】 

・援助理論

・障がい理解

・法制度

・地域理解

【指定特定相談支援事業所の支援】 
・アセスメント、面接への同席
・事例検討のファシリテータ
・事例展開

区基幹相談支援センター 

kikan3
四角形
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